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候変動に対する政策と行動」白書を発表した。これは前年六月に発表された「気候変動に対する国家方案」をはじめ、中国の温暖化対策への積極的な姿勢と実績をアピールすることがねらいであると考えられる。中国で温暖化対策 陣頭指揮にあたる解振華国家発展改革委員会副主任（前国家環境保護総局長）は、記者会見で、中国は温暖化対策をきわめて重視しており、工業化、都市化が加速的発展段階 あり、 経済発展 ・貧困削減と温室効果ガス排出削減という二重の圧力のなかにあるものの 気候変動に関する一連の政策と措置をとっているこを強調した（参考文献①） 。
　地球環境問題と中国というテーマで真っ
先に想起される は、中国の経済発展が地球環境問題に与え インパクトや、地球温暖化対策 経済大国として台頭しつつ中国が温室効果ガス削減にどのような責任を負うのか、ということではないであろうか。しかし、中国国内に目を転じると、そ













の制度整備を行っている最中であった。国の環境行政機関が国務院直轄の機関となったのは一九八八年、現在に至 まで環境政策の基本法となっている環境保護法 改正が行われたのは一九 九年であった。 た当時の典型的な 対策としては、大気汚染のために「人工衛星から見えない都市」とまで言われた東北地方の重工業都市、本渓市に対するものがあげられる。同市の環境対策に国務院が乗り出した も一九八八年であった。
　このように、中国の温暖化対策は、国内








護委員会において気候変動に関する特別会議が開かれた（参考文献⑥、二四五～二六二頁） 。この会議では 前年一〇～一一月に開かれた第二回世界気候会議（団長は同委員会の宋健主任）の報告や国家気候変動協調小組による気候変動枠組条約交渉への準備状況など、温暖化交渉に対する中国の戦略が焦点のひとつとなった。そのなかで、温暖化問題は国のエネルギー構造改革に関わる問題であり、 いては経済発展に影響があると 基本的な認識を示したうえで、先述の地球環境問題に関する原則と立場に沿った たちで中国がとるべき立場が提案されている。また温暖化交渉において各国のエネルギー産業構造等の違いから、同じ先進国のなかでも温度差があることを冷静に分析したうえで、 は先進間にみ れる利害対立を利用して、アメリカ、ソ連（当時） 、日本等、ある側面で
中国と共通認識を有する国と連携しながら、中国の利益を擁護していくべきとしている。
　また一九七八年から九三年まで国連環境
















協調小組は国務院の下に移され（同年の国家環境行政機構の改組に伴う国務院環境保護委員会の廃止による措置のためと考えられる） 、二〇〇三年には同小組は、 家発展改革委員会主任の馬凱を組長とする現在の体制となった。また、二〇〇七年 、国務院に総理がトップとなる国家気候変動対応領導小組が設置され またその翌年、二〇〇八年 は国家発展改革委員会 温暖化対策を担う常設機構として気候変動対応司が設けられたのである。
　さらに温暖化対策の政府機構において重











年、二〇〇七年の各 級政府の単位ＧＤＰ当たりのエネルギー消費量の実績は表１の通りである。これによるとほ んど 地方
で単位ＧＤＰ当たりエネルギー消費量が減少しつつあるものの、まだ削減率は数パーセントにとどまっており、二〇％前後という目標達成には楽観できる状況ではない。●人々の認識 行動
　一九九四年にアジア経済研究所と中国科
技促進発展研究センター及び中国経済体制改革研究会調研室と共同で北京と上海にて実施した住民の環境意識調査 よると（参考文献⑩） 、 地球温暖化が 「深刻」 たは 「ま
あ深刻」であると回答した都市住民の割合は、北京市の調査対象地区で五四～五七％、上海市の調査対象地区では六五～七二％と当時としては予想外に高い結果が得られた。その背景要因としては、マスメディアの影響など様々考えられるが、いまから一四年前にすに両都市住民は 「地球温暖化問題」を認識していたことを示している。
　ちょうど同年に北京で研究者、








2005年基準 2010年目標 2010年目標 2006年実績 2007年実績
北 京 0.80 0.64 20 5.25 6.04
天 津 1.11 0.89 20 3.98 4.90
河 北 1.96 1.57 20 3.09 4.02
山 西 2.95 2.21 25 1.97 4.52
内モンゴル 2.48 1.86 25 2.50 4.50
遼 寧 1.83 1.46 20 3.20 4.01
吉 林 1.65 1.16 30 3.32 4.41
黒 龍 江 1.46 1.17 20 3.04 4.09
上 海 0.88 0.70 20 3.71 4.66
江 蘇 0.92 0.74 20 3.50 4.28
浙 江 0.90 0.72 20 3.52 4.18
安 徽 1.21 0.97 20 3.44 4.11
福 建 0.94 0.79 16 3.20 3.51
江 西 1.06 0.85 20 3.18 4.01
山 東 1.28 1.00 22 3.46 4.54
河 南 1.38 1.10 20 2.98 4.11
湖 北 1.51 1.21 20 3.21 4.06
湖 南 1.40 1.12 20 3.39 4.43
広 東 0.79 0.66 16 2.93 3.15
広 西 1.22 1.04 15 2.50 3.31
海 南 0.92 0.81 12 1.17 0.80
重 慶 1.42 1.14 20 3.41 4.46
四 川 1.53 1.22 20 2.10 4.44
貴 州 3.25 2.60 20 1.85 3.97
雲 南 1.73 1.44 17 1.52 3.98
チ ベ ッ ト 1.45 1.28 12 － －
陜 西 1.48 1.18 20 3.39 4.54
甘 粛 2.26 1.81 20 2.61 4.09
青 海 3.07 2.55 17 +1.51 2.20
寧 夏 4.14 3.31 20 1.01 3.52










的な活動として容易に想起されるのは、個人レベルで実施可能 温暖化対策促進キャンペーンであろう。最近では北京地球村が二〇〇七年に合計五〇団体を越え ＮＧＯと共同で行った「省エネ二〇％市民行動」がある（参考文献⑪、二七 ～二七一頁） 。例えば、エアコンの温度を夏は二六度、冬は二〇度におさえる、エネ ギー効率の高い家電製品を選ぶ、公共交通を 用するどである。
　また自然の友は二〇〇七年に、オクス
ファム香港、 グリーンピース、 アクション ・エイド、世界自然保護基金（ＷＷＦ） 、北京地球村、緑家園ボランティア、環境研究センターをはじめとする国内外の環境ＮＧＯと共同で行った温暖化対策に関する研究成果を「温暖化する中国
―
市民社会の思
想と行動」というリーフレットにまとめている。これは中国で初めて温暖化対策に関するＮＧＯ独自の見方や立場を明らか したものとして注目される。政府の原則 立場と異な 点は、社会的公平性 重視する立場から、社会的弱者や気候変動の影響を
受けやすい地域の対応能力の向上と条件の整備を求めていることであろう。●おわりに
　中国では二〇〇七年以来、温暖化対策に









の構築」 （ 『季刊環境研究』第一四九号、財団法人日立環境財団、二〇〇八年） 。
③森谷賢・塩谷滋・小田俊司・大江一彦「中





（ 『季刊環境研究』第一四九号、 二〇〇八年） 。⑤明日香壽川「中国の温暖化対策国際枠組『参加』問題を考える」 （ 『季刊環境研究』第一五〇号、二〇〇八年） 。
⑥国務院環境保護委員会秘書処編『国務院
環境保護委員会文件匯編（ ） 』中国環境科学出版社、一九九五年。
⑦『中国環境保護行政二十年』本書編委会
編、中国環境科学出版社、一九九四年。
⑧王之佳編著『中国環境外交』中国環境科
学出版社 一九九九年。
⑨国家発展改革委員会資源節約・環境保護
司（
http://hzs.ndrc.gov.cn/new
jn/ ）
⑩西平重喜・小島麗逸・岡本英雄・藤崎成
昭編『発展途上国の環境意識
―
中国、タ
イの事例』アジア経済研究所、一九九七年、及び『平成七年度発展途上国環境問題総合研究報告書
―
中国・タイ環境意
識調査の集計表』アジ 経済研究所、一九九五年。
⑪自然之友編『中国環境的危機与転機（二〇〇八） 』社会科学文献出版社。
